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日本二輪車産業の現況 と歴史的概観

片 山 三 男

日本の二輪車産業は,戦 後復興期から高度成長期にかけて数百ともいわれた多数

の企業によって熾烈な競争が繰 り広げられた産業である。本稿では企業数の推移や

市場集中度をもとにこの時期をさらに整理 しながら,需 給の基礎的条件や政策 ・制

度といった枠組みが現在の4社 寡占体制に至るまでのこの時期の産業構造の変遷に

与えた影響の分析を試みている。二輪車産業の過当競争期は手工業的な当時の自転

車産業の体制から近代的な量産体制が構築される時期でもあり,二 輪車産業の技術

的な拡張 ・発展の可能性を見据えた企業が淘汰の時期を生き残っていったことが示

されている。

キーワー ド ニ輪車産業,市 場集中度,戦 後復興期

1.は じ め に

世界の二輪車生産台数は戦後急激な伸びを見せ,1974年 に年産1000万 台の大台を突破 した。

その後のやや停滞 していた80年代 を乗 り越 え,90年 代 に入って再び拡大の様相 を呈 して95年

こは2000万 台に到達,さ らに02年 には2500万 台を超 えた と推定されている。近年の総生産台

牧急増の原動力は中国やインド,東 南アジア,中 南米市場の拡大 とそれら諸地域の工業化に

よる生産拠点の生産能力の上昇である。発展途上国の経済成長が二輪車需要の喚起 ・拡大 と

共給能力の向上 を生み出しているといえる。そ してその拡大を支え,牽 引 しているのが 日本

り二輪車メーカーである。,国別では二輪車生産台数の トップは既に中国であり,01年 で1237

庁台と全世界の二輪車生産台数の半数を占めている。中国では90年代以降二輪車産業が急拡

たしており,百 を超える二輪車メーカーが乱立 して覇 を競っている状態である。 しか し,上

立の公司 ・集団(嘉 陵,軽 騎など)も 含めて 日本のメーカーが技術提携や合弁等のかたちで
　

菊わっているケース も多い。また,日 本か らの海外生産用部晶輸出も02年 では968万 台に相当

してお り,生 産台数では中国やイン ド,東 南アジア諸国に及ばないものの,依 然 として 日本
　

二輪車産業は世界に確 たる地位 を占めているといえる。

現在の日本の二輪車産業は本田技研工業(以 下ホンダ),ヤ マハ発動機(以 下ヤマハ),ス

ズキ,川 崎重工業(以 下カワサキ)の4大 メーカーを中核 として動いている寡占型産業であ

る。 しか しなが ら,戦 後の復興期 には現在の中国 と同様,数 百にのぼるとされた企業 による
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熾烈な過当競争が行われた産業でもある。 自動車産業 に先駆けて戦後本格化 した産業でもあ

り,初 期投資規模が小 さかったこと等参入障壁が低かったことか ら多数の企業が参入 して覇

を競 った。多 くは中小 ・零細企業であり,参 入後数年を経ず して退出を余儀 なくされた企業

も多かったが,な かには中日本重工や富士産業など現在 の三菱自動車や富士重工 などの自動

車メーカーの前身企業 もあり,戦 後の荒廃 した時期 を乗 り越えて自動車産業参入へのステッ

プとした企業 もあった。戦後の二輪車産業は多数の企業による過当競争の時期を経て,現 在

の4社 による寡占状態へ とダイナ ミックな変遷 を見せた産業である。本稿の目的は戦後復興

期から高度成長期を中心に日本の二輪車産業の変遷 を概観することにある。この産業構造の

変化 を)需 給の基礎的な条件や制度 ・政策,二 輪車産業の特性等の点から考察を加えること

は二輪車産業を経済学的な視点で捉 えた文献 も少な く,意 義のあることと考える。

本稿 は以下の ように構成される。まず次節では日本の二輪車産業の現在の状況について解

説する。続 く第3節 では主 として戦後の復興期から高度成長期 にかけての日本の二輪車産業

の歴史を概観 し,産 業構造の変遷 を追いながら分析する。そ して,最 後 に若干の まとめを述

べ ることにする。

2.日 本の二輪車産業の現況

この節では現在の日本の二輪車産業 を取 り巻 く状況について概観す る。最初に主要国との

データを比較することで 白本の二輪車産業の世界における位置付 けを確認 し,続 いて代表的

な企業であるホンダの連結決算から,企 業の二輪事業が全事業 に占める割合や各国 ・地域市

場構成の現状 を見てい くことにする。

日本の現在の二輪関連データを各国 と比較 したものが表一1で ある。 日本の二輪車生産は

1981年 に741万 台を記録 して以降減少の傾向にあり,01年 のデータでは232万 台と,中国の1237

万台を大 きく下回っている状態である。中国は93年 に生産台数で日本を抜いて トップに,輸

出台数も2000年 に日本を抜いて世界一 となってお り,01年では288万 台を輸出するまでに成長

している。日本の輸出台数は生産台数と同 じく81年に436万 台を記録 して後減少に転 じ,01年

では158万 台である。中国の二輪車産業 は90年代に入って急成長を遂げ,既 に生産,輸 出の他,

国内販売,保 有台数で も他国を圧倒 している。金額べ一スではないために単純な比較はでき

ないが,中 国は現在の二輪車王国 といって も過言ではない。中国の他,イ ンド,台 湾,イ ン

ドネシア,タ イ等 その他アジア地域の経済成長 も目覚 ましく,日 本の4メ ーカー も市場 ・生

産拠点 として重要視 している。'

ホンダの連結決算では二輪事業の売上高9781億 円の内8797億 円が海外市場 によるものであ

り,国 内市場の内訳は約10%に すぎないことがわかる(表 一2)。 金額では北米 と肩を並べて

いるものの,売 り上げ台数ではアジアその他地域は大 きなシェアを占めてお り,そ の重要度
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表 一1主 要国の二輪関連データ(2001年)

日 本 アメリカ
,

フフンス イタリア 台 湾 韓 国 タ イ インドネシア 中 国 イ ン ド ブラジル

生 産 台 数 2,328,040 143,965 469,970 766,950 9941794 191,981 945,932 1,{斑4.133 】2,366,966 4.3231644 7531159

販 売.台 数 750,686 1,517,421 364,257 604,093 628,776 14L200 907,100 1,650,η0 12,130,478 3,942,952 441,536

保 有 台 数 13,719,898 4,412,4艇 2,44α』00 9,748,09411,733,202 2,274,766 14,500,000 2,274,766 37、η0脚 24.6911876 41123,469

一台あたり人口 9 70 25 6 2 18 5 15 34 41 38

輸 出 台 数 1,577,413 109,036 385,336 505,888 381,657 53,157 253,428 115,278 2,876,991 115,223 60,190

輸 入 台 数 101,265 452,036 266,083 322,984 *** 7,455 *** **ホ 1,833 *** 13,207

一人あたりGDP

ω1年:米 ドル)
32,851

一

35,401 22,135 18,786 12,204 8,918 1,825 728 847 464 2,915

出所)本 田技研 『世 界二輪 車概 況」2001年 度版,日 本 自動車工 業会r日 本の 自動車工業』2002年 度版 よ り作成。

注:生 産台数 アメ リカ(97,175cc以 上),フ ランス(99),

保有台数 イタ リア(00),中 国(00),イ ン ド(98),ブ ラジル(00)
一台 あた り人 口 日本(01) ,ア メ リカ(97),イ タ リア(98),韓 国(99),台 湾(00),タ イ(00),イ ン ドネ シア

(00),そ の他 は現時点入手人 口よ り計算

輸出 台数 アメ リカ(99),フ ランス(99),イ ン ドネシア(00),イ ン ド(00)

輸入 台数 アメ リカ(99),フ ランス(99),ブ ラジル(98)
一人 当た りGDPの 値 はイン ドネシア,中 国,イ ン ドは2000年 のデータ。

***は データ不 明。

表 一2本 田技研工業の2002年 度 連結決算

連 紹 四輪事秦 二 輪 事 業

売上高(百万円) 7,97L499 6,440,094 9781095

二 輪 事 業 国 内 海 外
北 米 欧 州 アジアその他

中 国 タ イ インドネシア

売上高(百万円) 978,095 98391 879,704 3291073 175,735 374,895 孝** *** ***

台 数〔千 台} 7,774 432 7,342 610 296 6,722 967 1,107 1,515

出所)本 田技研r平 成14年 度決算報告書」お よび 『二輪車 新聞』2003年5月9・16日 号よ り作成。

注:海 外事業 の売上 高データはATVを 含む。北米 の台数データ はATVを 含 む。二輪 のみの 台数は32万4000台
***は データ不明。

の高 さが見て取れる。また,二 輪事業売 り上げが全事業 に占める割合 も約12%程 度であ り,

四輪に比べて既に小さな事業であることがわかる。 これはスズキも同様であり,02年 度連結

合計約2兆 円の うち二輪事業は約17%の3477億 円である。ヤマハ,カ ワサキは二輪事業(カ

ワサキは二輪を含む汎用機カンパニー)が 主力であるがその他の事業にも参入 している。

日本の二輪車産業 ・企業の現況としては,す でに自動車産業全体に占める割合は国内外 と

もに低 く,国 内二輪車市場構造は普及小型車 と嗜好性の高い大型車へ と二極分化が進んでお

り,あ わせて縮小の傾向にある。二輪事業全体 も成熟化 した日本や欧米の先進国市場 よりも

拡大 を続ける発展途上国市場,な かでもアジア地域に小型車を中心に生産 ・販売の重点を移

しながら,国 際的な需要構造の変化に対応 した生産体制の構築が進められている。特に巨大

な国内市場を背景に競争力の向上著 しい新興中国企業の追い上げは激 しく,現 地部品企業 と
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の提携等 も見据えた生産 ・販売体制の構築,シ ェアの確保 ・拡大が急務 となっている。

3.二 輪車産業の産業構造の変遷(戦 後復興期か ら高度成長期にかけて)

前節では現在の日本の二輪車産業について概観 した。この節では戦後復興期から高度成長

期にかけての二輪車産業 を中心にその産業構造の変遷の要因を分析することにする。まずは

戦前から該当する時期の二輪車産業の歴史を概観 し,そ の後 でこの時期の産業構造の変遷を

振 り返 り,考 察を加えることとする。

3-1二 輪車産業の歴史的概観

(1)第 二次大戦前

二輪車の歴史は1885年 に ドイツのゴットリープ ・ダイムラーによって開発 された補助輪付

二輪車に始 まったとされている。 日本の二輪車輸入の開始時期は1900年 代 ,輸 入代替の端緒

は島津楢蔵が国産化に成功 した1909年 であるといわれている。その後明治末期 ・大正期を通

じて ようや く実用化 も進み,ヨ ーロッパやアメ リカの輸入車に押 されなが らも徐々にではあ

るが生産台数を伸 ばしていった。31年 の満州事変は国産軍用二輪車の需要を喚起 し,以 前か

らその有用性 に注 目していた旧日本陸軍のバ ックアップ もあったことから,日 本内燃機,岡

本 自転車製作所等が開発に乗 り出 していった。ハーレー ・ダビットソンの輸入元であった三

共(後 に陸王内燃機)も 同社から製造権を買い取 り,国 産化に着手,国 産ハーレー 「陸王」

を生み出した。 しか しなが ら36年 には自動車製造事業法が施行され,自 動車,主 として四輪

トラックに資材が重点的に配分 されることとな り,軍 用以外の供給は資材統制のために困難

を極め,民 需への供給はほぼ途絶 えた。軍用 も戦局の悪化 とともに減少,全 体の生産台数 も

40年(昭 和15年)に 戦前の最高水準3037台 を記録 して後,45年 にはわずか146台 にまで落ち込

んでいる。

第二次大戦前は日本の二輪車輸入代替の始動期であり,徐 々にではあるが技術導入によっ

て国産化が軌道に乗った時期であると考えられる。 しか しながら,依 然輸入車 との技術的格

差は大 きく,模 倣の域 を出なかったといえる。このことは 「陸王」が国内自主開発を断念 し

アメ リカの工場から生産設備を一括購入 して製作 された車種であることに端的に現れている。

また,陸 王内燃機のように軍指定車 を生産す る企業 もあったが概 して企業の生産規模 も小さ

く,戦 後 と比較す ると総生産量 も微々たるものであった。そ して,生 産車種 もエ ンジン性能

が低 く十分な駆動力を得 るにはある程度の排気量が必要であったことや車体の強度不足など

の技術的な問題か ら大型で鈍重な二輪車が主であ り,高 価なこともあって購買層 も軍や警察,

医療機関,新 聞社のほかには一部の高所得の嗜好家であり限定的であった。戦前は,外 国の

技術を導入 しなが ら大型車 を主 とした基礎技術の確立を目指 した輸入代替期 と考えることが
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で きる。その意味では,安 価な小型車が生産の主流 となった戦後復興期の輸入代替期 とは一

線を画 している。戦前の二輪車や航空機その他で培 った技術 を活か し,荒 廃 した戦後の国情

にあった小型車の開発 ・供給という方向転換が,戦 争による空白の時期を埋め,戦 後の二輪

車産業 に息吹 を与えることとなる。

(2)戦 後復興期 一高度成長期

戦後の二輪車産業は宮田製作所,陸 王内燃機など戦前に従事 していた企業数社の再開に始

まる。 しか しなが ら,GHQの 各種統制や鋼材・タイヤ等の生産資材不足,石 油統制 という環

境 のもとでの再開は難 しく,ま た,戦 前色の濃い車種では需要 も少なかったため生産台数 も

微 々たるものであった。二輪車産業の復活の契機は航空機で培った技術 と生産設備,資 材ス

トックを活か して民需への転換を図った富士産業(旧 中島飛行機)や 三菱重工業によるスク

ーターの生産開始であ琴。1945年9月 のGHQの 覚書に基づ き輸送用 トラック生産が許可 さ

れ,ま た過渡的処置として46年 以降幾度かGHQか ら軍用車の払い下げがあったものの,終

戦直後は四輪車は言うまでもな く鉄道の線路 も寸断 された状態であり,輸 送 ・移動手段が圧

倒的に不足 している状態であった。そのため,47年 の労働者総合月平均給与が2000円 弱の当
　

時,ス クーターは数万円と高価 なものの,そ の利便性の高さから普及 していった。

ほぼ時を同 じくして,自 転車 に取 り付ける小型補助エ ンジンであるバイクモーターの生産

も始 まった。ホンダ(当 時は本田技術研究所)は47年 にエン トツ型 といわれた補助エンジン・

ホンダA型(2サ イクル50cc)を 自主開発 して参入を果たしている。50年 に勃発 した朝鮮戦

争の特需の刺激,52年 の燃料油統制の撤廃,小 型二輪車の運転許可制移行 となる道路交通取

締法の改正など,二 輪車業界を取 り巻 く環境の変化が追い風 となり,ス クーターに比較 して

安価なこともあってバイクモーターは急速に受け入れ られ,二 輪車産業発展の足がか りとな
6,7
った。

「もはや戦後ではない」と56年 の白書で唱われたように,日 本経済は特需後の景気後退期

を乗 り越えて神武景気 を迎 え,国 民の所得 も上昇 していった。移動 ・運送手段として普及が

進んでいった二輪車に求められる性能 も所得上昇 とともに高まり,ま た技術の向上 も目覚 ま

しくエンジン性能 も上がったことから,車 体 と一体設計 された小型車へと需要はシフ トして

い く。それに対応 して,ホ ンダの場合,A型 補助エ ンジン以降,B,C型 と改良を重ねて車

体 と一体 となった本格的な二輪車D型 ドリーム号98ccの 開発に成功,51年 には4サ イクルE

型 ドリーム号146ccに 発展,そ の後多気筒化,大 排気量車種の開発へ と展開 しラインナップ

の拡充に努めている。そ して,潜 在需要に応えて排気量の大きな車種の開発を進める一方で,

原動機付 自転車ベ ンリイJ型89ccを53年 に発売,さ らにより個人向けの原付第一種 として低

価格・高性能機種スーパーカブC100を58年 に発売す るなど,需 要の多い小排気量低価格車を

供給することで経営基盤を固めることを目指 した。スーパーカブC100の 出現以降,日 本の二
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輪車産業は本格的な大量生産時代へ と移行 していく。

その他の現在の主要企業 もこの時期に相前後 して参入 している。スズキは鈴木式織機時代

の52年 に補助エンジン ・パ ワーフリー号(2サ イクル36cc)で,ヤ マハ もヤマハ発動機 とし

て独立する以前の 日本楽器時代 の55年 に123ccの2サ イクル小型車YA-1で 参入,カ ワサキ

も川崎機械工業時代の53年 から大 日本機械や岡本 自転車等の他メーカーに4サ イクルKE

型148cc,2サ イクルKB型58.2ccエ ンジンの供給を開始 している。カワサキは二輪車産業

の動向を見据えながら川崎明発工業などの形で参入 していたが,や や遅れて60年 に一貫生産
　

体制を整えて川崎航空機 として本格参入 している。

既に述べたようにゴ戦後 日本の二輪車産業はスクーターの生産に始 まる。スクーターは戦

後復興期から高度成長期にかけて富士産業(現 富士重工),三 菱重工,平 野製作所その他多数

の企業によって供給された。 しか しながら,車 種 も初期は軽二輪以上が主流で排気量 も大 き

く,価 格 も10万円を超えるもの もあって高価 なものであった。 また,舗 装率が低 く悪路の多

い当時の道路事情 も小径の車輪やス トロークの小さなサスペ ンシ ョンを備えるスクーターに

は走行性の面でマイナスとなった。需要 に応 じて小型車種や大経ホイール車種 も登場 したも

のの,戦 後直後 に出現 したスクーターは,バ イクモーターやその後のスーパーカブに代表 さ

れる高性能 ・低価格原付一種 に運搬 ・移動手段 としての役割を,ま た車体一体 となって性能

も向上 した小型二輪車に嗜好性の高いスポーッ車 としての役割を,程 なくしてそれぞれ奪わ

れていった。スクーターを供給 していた主力メーカー,三 菱重工 ・富士重工 も発展的解消の
　

形で四輪車に生産集約するに伴 い,国 内スクーター生産は一時期その幕を閉 じることになる。

今 日ではスクーターは原付第一種の主流であるが,当 時は主 として重工系によって供給され

た傍流 であったともいえる。

戦後復興期から高度成長期 に至るまでの時期は,車 種の面からいえぱ,補 助エンジンタイ

プから本格的な二輪車へ,そ して軽二輪,自 動二輪へ と排気量の拡大 とともにラインナップ

の拡充を図っていった時期である。同時にエンジン出力の向上 といった技術水準のアップを

需要の多い原付第一種 ・第二種 クラスの普及車種にフィー ドバ ック し,よ り高性能 ・低価格

機種の供給によって経営基盤 を確立 していった時期でもあった。 また,こ の時期 は現在の主

要企業 を含めた多数の企業によって激 しい競争が展開され,日 本の二輪車産業が急激に発展

した時期で もある。需要に応 じた製品の開発,生 産規模の拡大 と販売体制を確立 した企業の

みが生 き残るという淘汰 ・寡占体制の構築期で もあった。

3-2産 業構造の変遷

この節では日本の二輪車産業の形成 ・発展,そ して現在の4社 による寡占体制がほぼ出来

上がった戦後復興期か ら高度成長期 に至 るまでの時期を中心に産業構造の変遷 をみていくこ
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表 一3 生産台数の推移(メ ーカー別 1945年 ～2002年)

ホ ン ダ ヤ マ ハ ス ズ キ カワサキ そ の 他 合 計 前年比伸び率
1945年 n.a.

1946年 219 219

1947年 2,010 2,010 818%

1948年 7,757 7,757 286%

1949年 9,189 9,189 18%

1950年 531 6,960 7,491 一18%

1951年 2,380 21,773 24,153 222%

1952年 9,659 69,586 79,245 228%

1953年 29,797 136,632 166,429 110%

1954年 30,344 200 133,929 164,473 一1%

1955年 42,557 2,272 9,079 205,487 259,395 58%

1956年 55,031 8,743 18,444 5,083 245,459 332,760 28%

1957年 77,509 15,811 29,132 6,793 280,819 410,064 23%

1958年 117,375 27,184 66,363 7,018 283,392 501,332 22%

1959年 285,218 63,657 95,862 10,104 425,788 880,629 76%

1960年 649,243 138,153 155,445 9,261 520,982 1,473,084 67%一
1961年 935,859 129,079 186β92 22,038 531,003 1,804,371 22%

1962年 1,009,787 117,908 173,121 31,718 342,391 1,674,925 一7%

1963年 1,224,695 167,370 271,438 34,954 229,513 1,927,970 15%一
1964年 1,353,594 221,655 373,871 33,040 128,175 2,110,335 9%

1965年 1,465,762 244,058 341,367 48,745 112,852 2,212,784 5%

1966年 1,422,949 389,756 448,128 67,959 118,599 2,447,391 11%

1967年 1,276,226 406,579 402,438 79,194 77,410 2,241,847 一8%

1968年 1,349,896 423,039 365,330 78,124 34,946 2,251,335 0%

1969年 1,534,882 519,710 398,784 102,406 21,091 2,576,873 14%

1970年 1,795,828 574,100 407,538 149,480 20,726 2,947,672 14%

1971年 1,927,186 750,510 491,064 208,904 22,838 3,400,502 15%

1972年 1,873,893 853,317 594,922 218,058 25,056 3,565,246 5%

1973年 1,835,527 1,012,810 641,779 250,099 22,912 3,763,127 6%

1974年 2,132,902 1,164,886 839,741 354,615 17,276 4,509,420 20%

1975年 1,782,448 1,030,541・ 686,666 274,022 28,870 3,802,547 一16%

1976年 1,928,576 1,169,175 831,941 284,478 20,942 4,235,112 11%

1977年 2,378,867 1,824,152 1,031,753 335,112 7,475 5,577,359 32%

1978年 2,639,588 1,887,311 1,144,488 326,317 2,225 5,g99,929 8%

1979年 1,767,257 1,503,491 934,938 270,191 79 4,475,956 一25%

1980年 2,578,321 2,029,244 1,350,963 475,996 6,434,524 44%

1981年 2,928,357 2,489,950 1,529,342 464,933 7,412,582 15%

1982 2,996,614 2,367,162 1,397,718 301,684 7,063,178 一5%

1983 2,399,876 1,256,102 906,806 244,595 4,807,379 一32%

1984 1,676,820 1,141,186 931,981 276,320 4,026,307 一16%

1985年 1,991,729 1,472,899 820,399 251,320 4,536,347 13%一
1986年 1,477,110 1,065,085 657,161 197,287 3,396,643 一25%

1987年 1,194,620 900,669 360,277 175,042 2,630,608 一23%

1988年 1,355,756 929,172 467,003 193,687 2,945,618 12%

1989年 1,248,503 866,873 482,206 196,780 2,794,362 一5%

1990年 1,227,636 826,534 502,722 250,003 2,806,895 0%

1991年 1,346,371 861,448 543,720 277,077 3,028,616 8%

1992 1,486,885 838,087 618554 253,009 3,196,535 6%

1993 1,426,356 755,920 612,ユ94 228,684 3,023,154 一5%

1994 1,268,626 723,101 525,096 208,102 361 2,725,286 一10%

1995年 1,291,873 699,984 546,021 215,163 198 2,753,239 1%

1996年 1,172,541 698,810 505,989 207,036 41 2,584,417 一6%

1997年 1,125,311 776,480 552,148 221,741 3 2,675,683 4%

1998年 1,002,595 833,368 558,881 240,953 499 2,636,296
一1%

1999年 846,366 723,384 432,848 247,225 1,888 2,251,711 一15%

2000年 892,586 822,409 447,013 252,709 674 2,415,391 7%

2001年 921,613 765,424 419,906 220,725 372 2,328,040 一4%

2002年 849,475 699,663 356,504 209,010 836 2,115,488 一9%

出所)日 本 自動 車工 業会 『自動車統計年表」1958年 版,本 田技研 「世界二輪車概況』

1946年 か ら49年 まではr自 動車統計年表」1958年 版のデータ。

各年度版 より作 成。
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とにする。

(1>参 入企業数

戦後の二輪車産業の展開を1945年 か ら現在 までの生産台数の推移で追ったものが表 一3で

ある。46年には219台 にす ぎなかったが,5年 後の51年 には2万 台,そ の2年 後の53年 には10

万台,60年 には100万 台を突破 し,戦 後わずか15年 でフランスを抜き,生 産台数世界一 となっ

た。統計データにはバ イクモーターの生産台数が算入 されていないため,戦 後の二輪車産業

の復興は二輪車本体の生産台数の推移に見 られるほどドラスティックな ものではないが,急
10

成 長 したこ とが見 て取 れ る。
11

また,45年 から75年の二輪車産業企業数の推移を追ったものが図一1で ある。戦後 まもな

くの期間は企業数 も低迷 していたが,50年 代前半に急増 し,53年 には参入数がピークを迎え

るとともに企業数も頂点 となる。 しか し,早 くも55年には退出超過数が最大 とな り,以 後60

年代半ばまで企業数は漸減 している。戦後の二輪車産業の創生期には短い間に多数の企業に

よって参入 ・退出が行われたことがわかる。60年 代半ばにはその結果として現在の4社 寡 占
　　

体制が築かれつつあったが,そ の間多 くの企業が倒産,撤 退,吸 収 を余儀な くされている。

代表的な企業 としては,再 開 した業務 を49年 に停止 していた陸王内燃機は,翌 年陸王モータ

ーサイクル として復活するものの業績 は芳 しくな く60年に昭和飛行機陸王工場へ と業務が引

き継がれている。63年 には戦前に紫電改等の航空機 を生産 していた川西航空機の後身 ・新明

和興業が撤退,戦 前か ら二輪車生産に従事 していた宮田製作所 も自転車生産 に専念す ること

となった。64年 には一時期上位を堅持 した東京発動機が撤退,戦 前か らの有力企業 ・目黒製

作所 も業務提携先のカワサキに吸収 された。 また,二 輪車産業復活の先鞭 をつけた三菱重工,

富士重工 も65年,68年 にそれぞれスクーター生産から撤退,自 動車生産に集 中することとな

図一1二 輪車産業企業数の推移(1945-1975)
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各年版,お よび富塚清(2001)『 日本のオー トバイの歴史』 より作成。
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った。この2社 は戦後復興期をスクーター生産で乗 り切った結果 としての積極的撤退であっ

た といえよう。その後60年 代末 には既に国内販売 を停止 していたプ リジス トンサイクル も70

年代初めに撤退,今 日の4社 による寡占体制がほぼ完成された。

(2)市 場集中度

生産集中度(CR4)と 現在の トップメーカー・ホンダのシェアの推移,そ して市場集中度を

表すハーフィンダール指数(HI)の 推移を追ったものが,図 一2,3で ある。40年代後半か

ら50年の段階では参入数も多 くなかったため,生 産台数は少ないものの市場集中度は高い数

値を示 している。50年 代初頭か ち54年 までは参入が相次 ぎ,入 れ替わ りも激 しかったために

上位企業の市場 シェアは低下 している。その後 ホンダが躍進 し上位4社 の一角に食い込んで

い くとともに4社 集中度 も上昇,ス ズキやヤマハ,カ ワサキの成長もあって60年代末にはす

でに現行の上位4社 でほぼ100%と なっている。ホンダは46年 の本田技術研究所設立か ら僅か

図一2上 位4社 集中度とホンダのシェアの推移
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出所)日 本 自動車工業会 『自動車統計年報(年 表)』 各年版 より作成。

図 一3ハ ー フ ィ ンダー ル指 数 の 推移
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7年 後の53年 には新三菱重工を抜いて生産台数第1位 となり,55年 に東京発動機 に僅差で首
ユヨ

位 を明け渡す ものの,そ の後は今 日まで国内生産台数首位を堅持 している。

50年 代半ばの激 しい上位争いは,同 じく54年 に最低値を記録 しているハーフィンダール指

数にも表れている。首位 ホンダのシェアが20%弱 であり,東 京発動機や新明和興業などの新

興企業 と,み ずほ自動車製作所や 目黒製作所 といった戦前からのメーカーやスクーターを生

産する先行企業の三菱や富士の生産台数が拮抗 してきたために4社 集中度 とともにハーフィ

ンダール指数 も低下 した。その後は4社 集中度 と同様にホンダのシェアの上昇にあわせてハ

ーフィンダール指数も上昇,65年 には4766と いう高い数値を記録 している。50年 代末から60

年代半ばにかけての指数の急激な上昇 は,ホ ンダが当時他を圧倒する性能を誇ったスーパー

カブC100を 開発するとともに,大 規模な設備投資を敢行 して60年 に最新鋭工場・鈴鹿製作所
ユる

2輪 車工場を完成 させ るなどいち早 く量産体制 を確立 したことによる。その後のヤマハ,ス

ズキ,カ ワサキの追随によって4社 体制が確立 された70年代半ば以降は,ハ ーフィンダール

指数は3000前 後の高度集中を示す値で推移 している。

(3)要 因分析

上述のように戦後復興期か ら高度成長期に至 る期間に二輪車産業の構造は大 きく変化 した。

この産業構造の変遷は,市 場規模やその成長性 といった需要の基礎的条件,技 術革新の可能

性や規模の経済性,資 本や労働コス トなどの供給の基礎的条件,そ して規制や租税,補 助金

等の政策 ・制度の変化から大 きな影響 を受けたと考 えられる。以下では企業数の推移等から

この期間を4つ に分け,上 記要因が二輪車産業に与えた影響を分析する。第1期 は終戦直後

か ら1940年代末までの戦後二輪車産業の胎動期 ともいえる時期であ り,第2期 は49年 から53

年までの企業勃興期,第3期 は53年 から60年代末 までの企業淘汰期,そ してそれ以降の寡 占

期である。

(産業再興期>

40年代末 までの時期は参入企業数 も少な く,企 業規模 あるいは事業規模 も概 して小 さかっ

た時期である。この時期の産業構造の需要側の要因としては,終 戦直後の荒廃 した時期であ

り,輸 送 ・移動手段が不足 していたとはいえ所得 も低かったことがあげ られ る。また,ス ク

ーターやバイクモーターの供給によって需要の開拓 も始 まったが,依 然経済全体が戦後の混

乱 を脱 しきれない段階であり,二 輪車市場の成長性 もまた未知数であった と言える。需要の

規模 も小さくまたその成長性 を見極め ることも難 しかったことが企業に二の足 を踏 ませた需

要サイ ドの要因であったと考えられる。

供給サイ ドとしては,こ の時期 は設備 ・資金 ともに不十分で研究開発の機会 も限定的であ

ったため,産 業内外の企業 ともに技術的な将来性を計 ることが難 しい状態であったことがあ

げられる。富士 ・三菱の戦前航空機産業系二社が先行 したスクーター分野の参入は既に難 し
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くなっていたが,バ イクモーターの分野は初期投資費用 も少な く参入のハー ドル は低 かった

と思われ る。 しかしなが ら当時はそのハー ドルを越えることさえ困難 と感 じる企業 も多かっ

たと考えられ,当 時の資材不足は一層その障壁 を高めたであろう。そ して,二 輪車産業を取

り巻 く環境 は概 してGHQの 全般的な管理統制の影響 を受けた ものであ り,そ の影響が緩

和,解 除の方向に向かったのは49年 の経済安定9原 則が実施 されたのちである。資材不足や

石油統制,或 いは ドッジラインの引 き締め政策は二輪車産業のみならず経済全体の需給に影

響 を及ぼ し,直 接 ・間接的に二輪車産業への参入の障壁を高めたと考えられる。この時期の

企業参入数の低迷は,上 記の ような需給の基礎的条件やGHQの 経済統制の影響 を受けたた

めであると考えられる。

(企業勃興期)

50年代前半は ドッジラインによる不況の時期 を抜け,朝 鮮戦争の特需を足がか りに本格的

な経済復興が始まった時期であ り,二 輪車産業では多数の企業による過当競争が始 まった時

期である。 この勃興の要因として,需 要サイ ドとしては,ス クーターの投入で需要を開拓,

バイクモーターで底辺の拡大に成功,徐 々に本格的な二輪車へ と需要が移行 していった時期

であ り,市 場規模はまだ小 さい ものの個人移動手段 としての潜在需要は大 きく,市 場の成長

性が非常に大 きかったためであると考えられる。

供給サイ ドの要因としては,資 材統制 も緩和され生産を軌道に乗せた企業によって技術開

発 も進められたもののエンジン ・車体 とも未成熟で性能向上の余地があったことがあげられ

る。また,こ の時期の二輪車はスクーターを除けばバイクモーターが主流であったため構造

的 にも自転車 に近かった。そのため,初 期費用 も小 さく,中 小企業か ら部品を購入 して組み

立てる旧態然 とした当時の自転車産業アセンブ リーメーカーで も参入可能であった。バ イク

モーターでは高いシェアを誇ったホンダのカブF型 の後継機FII型 もその後の相次 ぐ企業の

参入によって売れ行き不振 に陥るほどであった。

制度 ・政策の面では,不 足する移動 ・輸送手段の充足をねらって免許制度が改正 され,原

付の運転許可制が採用されたことがあげられる。許可制の導入は石油統制の解除,53年 の二

輪車物品税引 き下げ もあってバイクモーターの需要 を大 きく喚起 した。また,金 融面の援助

として,対 日援助物資見返資金の融資や,自 転車工業補助金,自 転車発明実施化補助金の交

付 もな されている。二輪車産業は自動車産業のような保護育成策 を取 られたわけではないが,
　ヨ

この資金援助は設備の近代化 と技術開発に貢献 したと考えられる。

上記のような需給要件,政 策の発動が数百 ともいわれる企業の参入を促 したと考えられる。

しか しなが ら,こ の時期 にはホンダのように他に先ん じて高額の工作機械を導入 し量産体制

の構築を進める企業が現れはじめた時期で もある。 その一方で依然として小規模のアセンブ

リーメーカーで も参入可能であったが,外 部依存ゆえに品質や需要への迅速性の面で立ち後
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れを見せ始めた時期で もあった。

(企業淘汰期)

50年 代前半の過 当競争期は早 くも50年代半ばには淘汰の時期 を迎えた。既述の ように4社

集中度,ハ ーフィンダール指数 ともに54年 を転機 に上昇に転 じている。 この産業構造の変化

に影響 を与えたと思われる要因を以下では考えることにする。

この時期は二輪車需要が原付クラスではバイクモータ▽に代わって本格的な二輪車 に移っ

ていった時期であ り,ま た,所 得の高まりとともに嗜好性の高い大排気量車種 の需要が拡大

し始めた時期でもある。いずれの車種 も経済性 と感応性の違いはあれ高性能であることが必

要条件 とされ,メ ーカーに求める品質 ・技術水準は高まっていった。それに伴って品質を管

理 ・維持するアフターケアの重要性が高まっていったの もこの時期である。二輪車産業 はこ

の ような需要の拡大 と質的な変化 に対応するべ く,高 い研究開発能力 と近代的な生産設備,

整備 された販売網 を必要 とする産業へと変化 していった。50年 代前半には既にホンダ等一部

の企業でその傾向が見 られたが,体 力のある他企業の追随によってこの時期に二輪車産業の
　　

技術 ・資本集約度は急激 に高まっていった。ホンダは58年 に鈴鹿製作所を建設,ス ズキも追

随 して61年 か ら63年にかけて本社工場を増強 している。ヤマハ も50年代末か ら60年代の半ば

にかけて本社工場の集約や北川 自動車(現 早出工場),昌 和製作所(現 創輝)に 資本参加する

ことで生産能力の向上 に努めている。カワサキも明石工場内に60年 に組み立て工場 を建設,

既存の小型エンジン工場 との一貫生産体制を整えて本格参入 した。この流れに対応できない

中小企業,あ るいはある程度の規模であっても需要に即 した機種の自主開発が遅れたアセン

ブ リーメーカーは淘汰 されていった。

また,免 許制度の変更 もこの時期の淘汰を加速 した。60年 には新たに道路交通法が施行さ

れ,原 付クラスの運転許可制を廃止,原 付第一種は二人乗 りも禁止となった。 そのため,小

排気量車,特 に原付第一種 クラスの需要 は大 きく落ち込み,上 位排気量車種 を新たに開発す
　ア

る体力を持ち合わせていない企業は退出を余儀な くされた。

需給の基礎的な条件に合わせ て,個 人経営から企業規摸経営へ,労 働集約的 な自転車産業

的な体制から資本集約的な自動車産業体制への移行がこの時期の淘汰 を生み出し加速 したと
　　

いえる。この淘汰の時期を生 き残ったのは,戦 後二輪車産業の黎明期 に参入,技 術 とアイデ

アで革新的な製品を供給 し,い ち早 く大量生産体制 を整えて二輪車産業 をリー ドしたホンダ

と,二 輪車産業に転用可能な技術 と資本設備 を有 し他産業か ら参入 したメーカー(ス ズキ,

ヤマハ,カ ワサキ)で あった。先行企業の規模拡大によって高 まった参入障壁 を乗 り越える

には,同 等規模の資本を有する企業規模 と高い技術が必要であり,後 発メーカーは少なくと

もそれらを有 していた といえる。この後 日本の二輪車産業は上記4社 の寡占体制が続いてい

くことになる。
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4.お わ り に

本稿では,主 として戦後復興期から高度成長期に至る期間の日本の二輪車産業の変遷を概

観するとともに,そ の変遷要因を需要 と供給の基礎的条件,政 策や制度の変化等の点から分

析す ることを主題 として きた。そこでは制度 ・政策 も含めて二輪車産業の需要,供 給の基礎

的条件の変化が二輪車産業の構造と企業行動に大 きく影響 を及ぼ したことが述べ られている。

潜在的な需要の大 きさとその成長性は多 くの企業 を引 きつけ,参 入を促 した。二輪車需要の

大 きさやその成長性にっいては,所 得水準,人 口密度や都市間の距離 といった地理的な要素

に,終 戦直後の時期は極端な輸送 ・移動手段の欠如 といった特殊要因 も加味 して考察をす る

必要があろう。供給の基礎的な条件の一つである技術の革新あるいは汎用性は,発 展のベク

トル こそ異にす るものの技術 ・資本集約度 を高める。ホンダは自転車産業 としての性格が濃

かった終戦直後の時期か ら当該産業の将来性 を見抜 き,技 術革新 を積極的な研究開発投資に

よって自己実現 していった。二輪車産業の技術的な発展可能性の認識の違 いが個々の企業の

投資態度の違いとなって現れたといえる。労働集約的な旧態然 とした自転車産業の延長線上

の産業 としてではなく,自 動車産業その他産業へ と発展する高い汎用性を持 った産業である

との認識の違いが企業の投資態度 とその結果 としての成果の違いとなって現れ,企 業の淘汰

を進めたと考 えられる。

稿 を閉 じるに当た り,い くつかの留意点をあげてお くことにする。本稿 では主 として戦後

復興期か ら高度成長期の二輪車産業の国内展開に重点 をおいて考察 してきた。50年 代後半よ

り二輪車メーカーは海外への進出も本格化 してお り,輸 出は以降の国内市場の停滞 ・縮小 を

補ってあまりある拡大 を見せた。その後の海外生産移転,逆 輸入 といったプロダク トサイク

ルの面からも二輪車産業の海外展開に関 しての分析 ・検討が必要である。特に重要性を増す

アジアマーケットへの対応 は中国 ・東南アジア間の最適生産体制 ともあわせてその動向が注

目される。

また,高 度成長期以降の日本の二輪車産業の展開についても紙面の制約上,考 察時期か ら

排除 してある。高度成長期以降の産業構造 もまた需要や供給の基礎的な条件,制 度や規制の

影響 を受けなが ら変化 してきている。国内4社 寡占体制は現在 まで続 くものの,決 して安定

的であったわけではな く,HY戦 争と呼ばれるようなメーカー間の激 しい競争 も展開されて

いる。95年 には免許制度が改正 され,教 習所で大型免許が取得可能になったことか ら大型二

輪車の需要が増加,そ れにともなってハーレーダビッ トソン等の大型輸入車種 との競合 も激

しさを増 した。また,2001年 には新たな展開 としてスズキとカワサキの業務提携の発表され

ている。当面は車種の補完によって生産効率を高めることが 目的であるが,国 内市場の縮小

も続いていることか ら,4社 寡占体制に異変が起こることも十分に考えられ る。高度成長期
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以降の二輪車産業の展開については稿 をあ らためて考察することとしたい。

注

1近 年の中国二輪車産業の動向についてはFOURIN(2001)を 参照。

2二 輪車新聞2003年1月1日 号より。

31953年 に通産省,日 本小型 自動車工業会,メ ーカー等の関係者によってスクーターは 「原動機

を座席 の下に設け,前 方に踏み台のある,車 輪の直径が22イ ンチ以下であるような2輪 自動車 を

指す」 と定義 された(小 関(2002b)5ペ ー ジ参照)。

4三 菱重工業は1950年1月 の企業再建整備法によって東,中,西 日本の重工業3社 に分割 され,

ス クーターを生産 した名古屋 の中 日本重工業はその後新三菱重工業 と名称を変更。64年 には再び

旧三菱重工系企業が合併 し,三 菱重工業 となった。

5三 菱重工業から1946年 末 に発売 されたC-10(押 しがけ式4サ イクル112cc)は4 .5万 円,48年 に

発売されたC-21(キ ック式4サ イクル148cc)は11.5万 円 であった(価 格データは小関(2002b)

に よる)。

61947年 に施行された道路交通取締法は60年 の道路交通法 に生 まれ変わ るまでに幾度 も交通事情

に沿 って改正 されている。52年の改正で4サ イクル90cc,2サ イ クル60cc以 下 の原動機付 自転車

は運転許可制 とな り,試 験ではな く審査のみによって免許が交付されることになった。 また,54

年 に は2サ イクル と4サ イクルの区別はな くなり,運 転許可制の原付は原付第一種(50cc以 下) ,

原付 第二種(125cc以 下)と なった。なお,60年 の道路交通法ではこの許可制は廃止 され,原 付第

一種は二人乗 りも禁止 された
。

7ホ ンダA型 は当時小売価格1万6000円 で売 り出された。続 くカブF型 は2万5000円 で あった。

8川 崎航空機は1937年 に川崎造船所か ら分離する形で設立 された。終戦後の46年 には川崎産業 と

社名 を変更,50年 には再建整備計画 に基づ き川崎機械工業,川 崎岐阜製作所,川 崎都城製作所の

3社 に分割 となった。その後航空機製造事業法 の施行によって航空機生産への道が再び開けたこ

とにより,54年 に は清算中の川崎都城製作所 を川崎航空機工業 と社名変更,川 崎機械 と川崎岐阜

製作所が吸収合併す る形で新生川崎航空機工業が誕生 している。69年 には川崎重工,川 崎車輌,

川 崎航空機の3社 が合併,現 在に至っている。川崎明発工業(現 カワサキモータースジャパ ン)

は川崎航空機本体の二輪事業参入により販売会社 となった。

9カ ワサキは1953年 に川崎号KB-II60ccで,ホ ンダは54年 にジュノオK型200cc ,ヤ マハ も60年

にヤマハスクーター175ccで ス クーター市場にそれぞれ参入 したものの,い ずれ も軌道に乗 らず
一時期撤退 している

。再参入はヤマハがソフ トバ イク と称 し,女 性をターゲ ットとした50ccス ク

ーター ・パ ッソル を発売 した77年 である
。その後,80年 に ホンダが再参入 を果た し,81年 にスズ

キ も原付一種クラスで初参入,カ ワサキ も2002年 に業務提携先のスズキからのOEMの 形 で軽二

輪,自 動二輪クラスで再参入を果た している。

10バ イクモーターは1952年 の道路交通取締法の改正によって小排気量車の運転許可制が実施 され

て以降急速 に普及 し,50年 代半ばには20万 台を超える量が生産 されている(日 本 自動車工業会編

(1995)105ペ ー ジ)。

11最 盛期 には東京だけで も百社 を超 える企業が参入 していたとされ,全 体では企業数は数百を数

えた とされる。 しか しなが ら統計データに記載 されていない零細企業 も多 く,実 際の企業数の変
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動 を把握することは難 しい。 したがって図の企業推移 は入手可能な各種データを もとに作成 して

ある。

12そ の他主要企業の撤退の時期や経緯 については富塚(2001)や 宮 部編(1997)を 参照。

13数 値 は 日本自動車工業会 『自動車統計年表』による。

14既 に1952年 に白子工場,53年 には大和工場,54年 に浜松製作所葵工場 を建設 していたほか,52

年 に は4億5000万 円 の工作機械の輸入 を決断 して設備の近代化を図っている。50年 代前半の巨額

の設備投資負担は新機種の販売不振 によって54年 の経営危機の要因 ともなったが,労 使協調や三

菱銀行の融資,車 種 の縮小 と新機種の開発等で乗 り切っている。

15ホ ンダは資本金が200万 円だった1950年 に,通 産省(現 経産省)よ り対 日援助物資見返資金200

万 円の融資を受け,設 備の充実 を図っている。見返資金中小企業貸付制度については通産省 ・通

商産業政策史編纂委員会編(1992)651ペ ー ジを参照。スズキ も小型発動機 の発明実施化試験費 と

して53年 に20万 円 の補助 を受 けている。

16ホ ンダは1949年 に第1次 増資で資本金を200万 円 にして以降,52年6月600万 円,11月 に1500万

円,53年6000万 円,56年 の第5次 増資では資本金 を1億2000万 円 にと増強 している。5年 後の61

年 第10次 増資では86億4000万 円に まで増強,翌 年には90億9000万 円 に達 している。その間60年 に

は鈴鹿製作所 を建設 し,58年 に発売開始 した量産型モデルスーパーカブの生産 を移 し,大 量生産

体制 を確立 している(ホ ンダHP年 表 参照)。スズキも同様 に50年 代後半から60年 代前半のこの時

期,資 本の増強に努めている。53年 の1億2000万 円か ら60年 に は15億 円,63年 の資本金は45億 円

に まで達 している(ス ズキ70年 史)。

17前 掲 日本自動車工業会編(1995)58ペ ー ジ。

18太 田原(2000)は この時期の企業淘汰を量産体制 を確立 したホンダと自転車産業的なアセンブ

リーメーカー ・東京発動機の2社 に焦点を当てて分析 している。
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